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研究成果の概要（和文）：中国は自然災害が多く、近年来、韓国では水災害が多発している。だが、災害時要援護者の
避難支援・避難生活からの生活復帰支援への方策はない。行政による社会危機管理システムの整備が中心である。台湾
では、3割の福祉施設、病院で要援護者の避難と生活危機管理を実施しようとしている。韓国では、日本の東日本大震
災以後に自然災害への備えの意識が出てきた。韓国、中国では、行政単位での防災計画、要援護者類型別防災計画はな
い。韓国4つの高齢化率の高い市町村でのフィールドワークの結果、安全避難路の発想はなかった。避難所も日本同様
の床寝式のみ、中国には避難所はなく、避難場所のみであることを捉えることができた。

研究成果の概要（英文）：　Natural disasters were occurred frequently in China, water-related disasters 
were occurred in Korea lately. Local government nor private sector agencies have no strategy of 
assistance system for vulnerable people to shelter. According our research local government is intended 
servicing the social crisis management system in China and Korea.
 In Taiwan, 30% of welfare facilities and hospitals are shifting to support for vulnerable people to 
shelter to implement the life-safety management. Both in Korea and China, not only disaster prevention 
plan in administrative units are required, but also assistance's typology another disaster prevention 
plan are needed. Our research result carried out from four high aging rate municipalities in Korea, no 
safety evacuation route are prepared. Shelter in Korea were designed the floor- lay down sleeping style 
same in Japan. Evacuation place are prepared for people but there are no shelter in China.

研究分野： 社会学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

「１．研究開始当初の背景 
近年の地球規模での温暖化、気象の変化に
伴い、自然災害は多発・大規模化の傾向が促
進している。「これまで経験したことのない
災害」の多発化する近年の災害の傾向は、わ
が国にとどまらず、比較的自然災害は限定的
に発生してきた近隣諸国においても多発化
の傾向を見せてきているために、日本の災害
への対応・災害への備えに関心が集まってき
ている。 

日本における地域の災害時要援護者（以
後、要援護者）・介護保険施設等が被災した
場合の被害の深刻さが増大の状況は、東アジ
ア諸地域で、近時の新たな社会課題として顕
在化してきているという共通性を持つ。自然
災害の多発による被災の最小化と被災後の
円滑な生活再生・復興は、喫緊の課題である
がその対応には困難を極めることは、「災害
経験知」から明らかである。 
われわれは、本研究開始に至るまで 5 年間

（2010-2014、JSPS）にわたり要援護者の被
災とその生活再生・復興に関する研究を、社
会福祉分野が中心となって災害医療、情報工
学、都市工学（土木工学）分野の研究者とと
もに異分野融合型の新たな防災・減災研究を
実施してきている。 
特に、災害時要援護者施設の代表格である

介護保険施設の立地別要援護者の避難判断
と非難時期、避難経路プランを作成し、安全
避難方法論を構築してきた。 
この研究を基に、アジアでも最も近隣であ

り、防災への関心が高くしかも防災準備を急
速に強化してきている中国・台湾、韓国の状
況を捉え、日本の要援護者研究の成果を、こ
れらの国々の要援護者防災に役立てること
ができれば、研究的国際貢献ができる。 
 
２．研究の目的 
これまでの災害時要援護者の避難支援や

生活支援の方法論研究の成果を用い、人口の
高齢化が著しいアジア地域に多い風水害に
よる「人（要援護者）」の被災と避難、避難
生活から生活再生・復興までの社会政策を進
展させることができよう。 
自然災害時に災害時要援護者（以後、要援

護者）の救出・救護から避難・避難生活から
円滑な生活復帰という生活危機管理の仕組
みがなければ、真の防災・減災対策とは言え
ず、要援護者の安心・安全生活もない。全国
の施設調査実施による要援護者支援研究の
成果をもとに、東日本大震災後に要援護者の
防災に関心が高まった韓国、中国の研究者ら
と当該国の要援護者対策の実質化を図る要
援護者類型別防災計画策定への提言を目指
す。 
そのために、要援護者・施設の防災意識、

要援護者の居住形態（居宅、施設）と避難経
路、避難所の在り方（福祉避難所機能）、要
援護者生活支援の在り方（安全避難、避難所
生活、生活再生）の調査研究を韓国、中国と

共同で行う。その視点は、被災後の生活再生
の実質化 3 要素（①防災意識・避難、②避難
所、③生活支援）である。 
 
３．研究の方法 
 本調査研究の実施国は、日本、韓国および
中国とする。福祉、医療。防災・減災の 3グ
ループを編成し、要援護者の避難支援と継続
的私生活支援のための調査研究とするため
に、都市規模、高齢化率等の要因の異なる 3
か国の研究拠点を大都市（中国北京市、大連
市）、中規模都市（韓国全州市、牙山市）、地
方都市（日本佐賀県）を中心として調査を実
施する。3 か国 3 拠点地域における①要援護
者施設の防災と災害時支援機能と避難・防災
意識と実態の調査を実施する。②防災行政組
織の仕組みの実態、③要援護者施設の立地と
避難経路の実態調査を実施する。これらの調
査データから 3か国の防災、災害時対応を比
較することにより共通・差異を明らかにする。 
 
４．研究成果 
  本研究は、以下の概念図によって各国の研
究協力者との共通理解をしつつ、実施するこ
とにした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（1） 防災意識インタビュー調査およびア

ンケート調査の実施と結果 
① 中国における社会福祉施設の防災意識調

査（アンケート調査） 
地球温暖化等の気候変動、沿岸都市への人

口集中と経済成長等の要因から、広大な国で
ある中国の各地で自然災害が頻発するよう
になり、被害の規模も増大化してきている。  
大規模地震は、2008 年四川省大地震（M8、

死者 87,642 人）、2010 年青海大地震（M7.1、
死者 2,689 人）等の発生を機に、徐々に国家
による災害対応機構は整備されてきた。中国
は、「自然災害の克服は被災地・被災者の自
助努力」が基本とされてきた経緯を有する。 
一般市民の自然災害対応力は強靭とは言

えず、したがって従来、「防災意識」も低調
であることが指摘されていた。 
しかし、2008 年の四川省大地震が、初め

て、中国全土に災害の詳細な情報が新聞・TV
等のメディアによって発表されたために、ボ
ランティアの支援や義援金の寄付などが一
般化してきた。2010 年、自然災害救助条例



が制定され応急的救助、被災後の生活支援等
の体制が拡充されたが、一般の防災意識は十
分とは言えない。 
本研究では、災害時には、最も弱い立場と

なる災害時要援護者が生活の拠点としてい
る社会福祉施設の職員が、果たしてどのよう
な備えと意識を有しているかという「養・介
護施設の防災意識・災害時への備え」の現状
を把握するためにアンケート調査を実施し
た。同一内容のアンケート調査は、2011 年ま
でに日本国内のすべての社会福祉施設（介護
保険施設、障碍者施設、地域包括支援センタ
ー）を対象とした「日本における介護保険施
設の防災意識・防災調査」をすでに実施して
いたため、それと同一の「关于护理型养老院、
老人保健服务机构、普通养老院防灾、减灾的
调查」（57 項目）を作成し、大連市から上海
市に至る中国沿海 5市地域（遼寧省 2市、上
海市、吉林省、牡丹江市、南京市等 6 城市、
4 衣村）における高齢者施設に対して実施し
た。大連社会技術学院（劉思賢氏）の協力を
得て実施し、回収率は、41.3％（124/300）
であった。 

「高齢者施設の防災意識・防災調査」調査票の一部 

本調査は、中国沿海地域を中心とする広域
調査であったために、被災を恐れている災害
の種類も分散しているが、共通して見られる
のは、浸水（23.5％）、地震（17.4％）、土石
流（12.9％）であり、全体の 1/3 の施設は、
水害（36.4％）を最も恐れているという傾向
が把握できた。実際に、中国各地で発生する
土砂災害は少なくない。調査対象の施設は、
多数の要援護者の生活施設となっているた
めに、火災への懸念は 19.8％で、地震災害よ
りも、注意を要するとしている。自然災害で
あれ、火災であれ、要援護者は自力避難が困
難であり、一端被災すれば、犠牲者が発生す
る可能性が高いため、どれか一つの災害を恐
れているということではなく、ほとんどの回
答施設は複数の災害の被災懸念をしていた。  
各施設では、立地する地域に多発する可能

性が高い災害への認知度は高い傾向がうか
がえた。 
年間開催防火訓練と防災訓練では、防火訓

練では、1－2 回/年が 70.6％、最大値は、1
回（46 施設）、最小値は 20 回/年（1 施設）

であったが、1 回から 20 回までと大きな差異
が認められた。また、防災訓練では、1－2
回/年が 69.0％と 7 割を占め、防火訓練同様、
最大値は、1 回（45 施設）、最小値は 20 回／
年（1 施設）であった。ただ、防火訓練の不
実施は、10.9％、防災訓練は 15.1％であり、
要援護者の施設としては、災害発生時の適切
な対応への懸念が伺われる結果であった。社
会福祉施設であるために、中国においても要
援護者の避難者の受け入れに対しては、日本
の社会福祉施設との意識は大差なく、6 割程
度は受け入れる戸回答しており、最大 30 人
まで 1週間程度という回答が圧倒的多数を占
めた。地域の要援護者を受け入れ、共に助け
合うという施設が多いということから、災害
時には「自助」（そして共助）という意識が、
施設にも基本的にあるということを示して
いる。 
② 留学生に対する防災意識・避難意識（面

接）調査 
 佐賀大学には、アジアからの留学生（特に
自然災害多発地域からの留学生）が多数を占
めているところから、留学して 1年以上であ
り、地域の生活（佐賀市）にも馴染みまた日
本語での地域住民、日本人学生とのコミュニ
ケーションが図れる段階になった留学生を
対象に、災害時対応およびその備えについて
の面接調査を実施した。インタビューの内容
は、①自然災害への不安、②避難所への避難
の意味の理解と避難所の場所の覚知度、③地
域の人々との交流の頻度、④方言の理解度、
⑤外国人が災害時要援護者であることの覚
知度、⑥防災訓練への参加の有無である。 
 
     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

外国人の防災意識に関する調査票（2012） 
 避難訓練に関する質問では、2010 年度およ
び 2011 年度における防災訓練への参加度は
比較的高いといえるが、ただし、これはイン
タビュー調査に応じた留学生（34 名）中の傾
向である。圧倒的に男子学生が多数を占め７
～8 割であった。大学では 2 回／年防災訓練
を実施しており、また地域では消防・防火訓
練・防災訓練を実施している。しかし、留学
生の参加は、一様に低く、また、消防・防火
訓練なのか防災訓練なのかの判別は、ほとん



どの留学生ができなかった。このことを前提
にしたインタビュー調査ではあったが、2010
年度の防災訓練と 2012 年度実施の防災訓練
への参加者は、ジェンダーによって異なると
いう明確な差異であった。34 名すべての留学
生の災害への備えは皆無であった。出身国で
の被災経験、過去の被災を見聞していたにか
かわらず、留学地で災害を経験しなければ、
備える意識も喚起できない。出身国の災害発
生状況とその経験によって参加度も備えの
意識も異なる。たとえ、災害の多い国からの
留学生であっても、留学先が災害の少ない地
域であれば備えることも忘れてしまうとい
うことが如実に現れた結果となった。 
また、日常会話は日本語であり、研究は英

語という留学生もいるが、留学生に共通して
言えるのは、天気予報等気象情報が図示され
るので理解ができるのに対して、災害情報、
緊急避難情報は、文字放送であり、状況がつ
かめないということが明らかになった。これ
は留学生だけにいえることではなかった。在
住歴が 15 年以上の米国教師（2 名）、ペルー
人居住者（介護保険施設職員 2名）に同様の
インタビューを実施したところ、居住年数が
長くても災害情報の理解は困難であるとい
う事実を捉えた。外国人訪問者（観光）、外
国人労働者、定住外国人が増加傾向にある現
在の日本の状況から、外国人を視野に入れた
災害情報の伝達方法の改善が必要である。 
 

③ 韓国における地域防災実態調査 
韓国の文化村として保全が進められてい

る全州市韓屋村、牙山市外岩里村、安東市河
回村の現地調査と住民・行政へのヒアリング
を行った。その結果、韓国側のモデル地区で
は震災や風水害は比較的少ないが火災が問
題視されていること、各町並みの空間構成と
伝統的家屋の特徴を把握することができた。 
これらの地域は、過去に水害の経験を有す

るが、地域住民の自然災害への備えの意識は、
低調であるものの、伝統的な家屋・家並の保
全地域であることから、防火への関心は高く、
消防署への通報システムは整備されている。
但し、避難路についての方策は捉えておらず、
水害や火災発生時には、それぞれが判断して
避難する方策が中心であり、韓国版「てんで
んこ」が各地域の状況であった。 
 

④ 地域防災デザインの地域 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

韓国の災害時、火災時の避難想定地域検討のための試

案：佐賀大学三島伸雄（研究協力者） 

 

要援護者に配慮した避難所の設置が必要で
ある。2004 年の新潟県中越沖地震では、10
万人以上の被災者が車中泊でエコノミー症
候群による入院（11 人）、死亡者（4 人）が
発生し、東日本大震災の被災者でも通常の 2
倍程度（7-8％）の発生の可能性がある（新
潟大学榛沢和彦）とされている。確かに、避
難所環境は、日本においても韓国においても
（中国では、避難所はなく、避難場所のみで
ある）要援護者に考慮されたものではなく、
一般のしかもできるだけ多くの避難者への
対応ができるようにと考慮されたものであ
り、一時避難所は床に「雑魚寝」である。そ
のために、子どもや高齢者の呼吸器疾患、要
援護者の一時居住には不適であり、安眠でき
ない。そこで、研究協力者である韓国ハンバ
ット大学、Hwang-Woo Noh により、防災デザ
イン学の視点から避難所におけるエアマッ
トレスのデザイン化を図り、試作の検討段階
までに達している。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

避難所用エアマットのデザイン（寝具） 

⑤ 防災意識啓発のための日韓中かるた 
 防災意識を向上させるための方策は、最も
容易に見えて、最も困難である。防災訓練へ
参加し、同様の訓練を繰り返すことによって、
災害時対応が円滑にできるのである。防災訓
練への参加と共に、あらゆる災害に対応がで
きなければ、真に備えることにはならない。
しかし、災害は地域によって異なり、災害を
経験することも限定的であるが、一つの地域
に一生とどまっての生活ではなく、グローバ
ルな社会移動をする人々が多くなった今日、
多様な防災意識を身につけるには、多様な情
報と備えが必要となる。子どもから高齢者ま



で、また在住外国人にも理解できるよう、過
去に作成した「防災かるた（日本語版）」を、
韓国語および中国語に翻訳（研究協力者の最
終校正）し、それぞれの言語による「防災か
るた」を作成した。 
 日本では、認知症高齢者のグループホーム
でのアクティビティプログラムの一環とし
て活用されているところから、韓国高齢者福
祉協会の協力を得た。 
 日本では、「かるたは」一般的であり、用
意に受け入れられるが、韓国、中国には「か
るた」文化はないために、まずは、ゲームの
方法の理解から受け入れを河南大学で検討
し、今後、中国において、防災意識啓発のた
めのゲームとして普及させる方向にある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 防災かるた（日中韓 3ヶ国語） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
防災かるた（日中韓 3ヶ国語）絵札と取り札 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
佐賀市の浸水リスクと避難所・介護保険施設の分布図 

 
（2） 今後の課題 
本研究は、近年の自然災害の発生の増大化

とそれに伴う災害対応への準備をいかにし
ておくかということを、「災害大国」であり、
過去の災害の歴史をもとに、多様な災害への
備えと災害対応の方法論を、近隣の高齢化が
進む国々の防災対策に生かし、共に災害の被
災後の復興の視点から災害に備えるという

発想による研究を日韓中において上記の研
究を試みてきたそれは、被災後の生活再生の
実質化 3要素（①防災意識・避難、②避難所、
③生活支援（意識の向上を含む））である。
今後は、避難所の環境と減債の発想から、被
災地の復興の姿を年頭にした防災への取り
組みが必要であることが、多々顕在化してき
た。今後はさらにこれらの課題を課帰結し、
安心して、安全な生活がいずれの国でもでき
るような「減債からみる防災」の実現を図る
ことが喫緊の課題であり、すぐにも取り組ま
ねばならないことである。 
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